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最近の道内景気は、横ばい圏内にある。

需要面をみると、個人消費は、天候不順の影響から百貨店などで客足が鈍り、総じて弱め

の動きが続いている。公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少傾向にあ

る。設備投資は、大手製造業の工場増設が下支えし、幾分上向いている。住宅投資は、分譲

マンションの着工が一巡し、減少している。

生産面では、生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は新規求人数が増加す

るなど、改善の動きが続いている。企業倒産は、件数、負債総額とも前年実績を３ヶ月連続

で下回っている。
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①個人消費

２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．０％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲１．７％）

は、大雪の影響から客数が伸び悩み主力の衣

料品などが低迷し、前年実績を下回った。

スーパー（同▲２．２％）は衣料品や身の回り

品が減少し、前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲１．５％）は、

店舗数が増加したこともあり、既存店ベース

では減少した。

②住宅投資

２月の新設住宅着工戸数は、２，１９８戸（前

年比▲１１．５％）となった。持家（同＋７．１％）

は前年を上回ったものの、貸家（同▲１．４％）

と分譲（同▲２７．９％）が下回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産

２月の鉱工業指数は、生産では、金属製品

工業などが上昇したものの、石油・石炭製品

工業や食料品・たばこ工業などが低下し、前

月比▲４．９％、前年比▲２．６％とそれぞれ減少

した。

④公共投資

２月の公共工事請負金額は、１３１億円（前

年比＋１２．７％）と２ヶ月ぶりに増加した。発

注者別では、道が減少したが、国や市町村な

どが増加した。

昨年４月からの累計では請負金額９，６９４億

円（前年同期比▲３．８％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

２月の有効求人倍率（全数）は０．６０倍とな

った。前月に比べると建設業や製造業などで

の求人が減少し、０．０６ポイント低下した。し

かし、新規求人数は前年に比べ１．５％増加す

るなど雇用情勢は厳しいながらも持ち直して

いる。

道内経済の動き
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⑥来道客数

２月の来道客数は、大雪の影響や雪まつり

観光客の減少などから８５５千人（前年比

▲７．８％）と２ヶ月連続で前年実績を下回った。

昨年４月からの累計来道客数は、１１，６９８千

人（前年同期比▲０．６％）とほぼ横ばいで推

移している。

⑦貿易動向

２月の道内貿易額は、輸出が前年比１０．３％

減の１７８億円、輸入が同３０．０％増の８７５億円と

なった。

輸出は、自動車の部分品や鉄鋼などが減少

して８ヶ月ぶりに前年を下回った。

一方、輸入は、原油及び粗油、石油製品な

どが大幅に増加し、８ヶ月連続で前年を上回

った。

⑧倒産動向

３月の企業倒産は、件数が４９件（前年比

▲２．０％）、負債総額は１７６億円（同▲５２．８％）

とそれぞれ減少した。

業種別では、建設業が最も多く１５件（全体

の３０．６％）、続いて卸売業１０件（同２０．４％）、

小売業７件（同１４．３％）の順となっている。

道内経済の動き
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１．平成１８年１～３月期実績

前期に比べ、売上DI（△１０）は２ポ

イント上昇したものの、利益DI（△２４）

は４ポイント低下し、収益面での厳しさ

が強まった。

２．平成１８年４～６月期見通し

売上DI（△７）は３ポイント、利益

DI（△１６）は８ポイントそれぞれ上昇

が見込まれ、業況は幾分持ち直す見通し

である。

３．当面する経営上の問題点

「過当競争」および「売上不振」（とも

に５２％）が半数を超えた。また「原材料

価格上昇」（４１％）は、原油価格高騰の影

響などにより４割強となった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
第２０回定例調査
（１８年１～３月期実績、１８年４～６月期見通し）

判断時点
平成１８年３月下旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５００ １００．０％
札幌市 １８５ ３７．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、胆

振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １２０ ２４．０
道 南 ３８ ７．６ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７５ １５．０ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８２ １６．４ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５００ ６２．５％
製 造 業 ２２０ １３８ ６２．７
食 料 品 ８０ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５５ ３６ ７２．０
そ の 他 の 製 造 業 ５０ ３９ ６５．０
非 製 造 業 ５８０ ３６２ ６２．４
建 設 業 １８０ １３０ ７２．２
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ６９ ５７．５
運 輸 業 ７０ ３５ ５０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２１ ７０．０
その他の非製造業 ８０ ４６ ５７．５

定例調査

収益面の厳しさ強まる
第２０回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ４ ―
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平成１８年１～３月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△１０）は２ポイン

ト上昇したものの、利益DI（△２４）は４ポ

イント低下した。原材料価格の上昇などから

収益面での厳しさが浮き彫りとなった。

売上では、前年同期に比べ「増加」した企

業（２５％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少」した企業（３５％）を差し引いたDI

（△１０）は、前期を２ポイント上回った。製

造業（△３）は２ポイント低下した反面、非

製造業（△１３）は４ポイント上昇した。業種

別にみると、製造業では木材・木製品製造業

で横ばいとなったものの食料品製造業、鉄鋼

・金属製品・機械製造業で低下した。一方、

非製造業は建設業で低下したものの、卸売

業、小売業などで上昇した。

利益では、「増加」した企業（１９％）から

「減少」した企業（４３％）を差し引いたDI

（△２４）は、前期を４ポイント下回った。製

造業（△１５）は１１ポイント、非製造業

（△２７）は１ポイントそれぞれ低下した。業

種別にみると、製造業では４業種全てで低下

した。非製造業では建設業、小売業などで低

下したものの、卸売業、ホテル・旅館業など

で上昇した。

平成１８年４～６月期見通し（売上・利益）

売上DI（△７）は３ポイント、利益DI

（△１６）は８ポイントそれぞれ上昇が見込ま

れ、業況は幾分持ち直す見通しである。

売上では、「増加見込み」企業（２０％）か

ら「減少見込み」企業（２７％）を差し引いた

DI（△７）は、１～３月期実績より３ポイ

ント上昇が見込まれる。製造業（０）、非製

造業（△１０）はともに３ポイント上昇する見

通しである。業種別にみると、製造業では食

料品製造業、木材・木製品製造業などで上昇

が見込まれる。非製造業ではホテル・旅館業

が横ばいとなるものの、他の５業種で上昇す

る見通しである。

利益では、「増加見込み」企業（１６％）か

ら「減少見込み」企業（３２％）を差し引いた

DI（△１６）は、８ポイント上昇する見通し

である。製造業（△７）、非製造業（△１９）

はともに８ポイント上昇する見通しである。

製造業では、食料品製造業など３業種で上昇

する見込みである。非製造業では、ホテル・

旅館業などで低下が見込まれるものの、建設

業、運輸業などで上昇する見通しである。

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DIは（「好転企業」－「悪化

企業」）の１～３月期実績（△３）は、前期

より１ポイント上昇した。４～６月期見通し

（△４）は１ポイント低下が見込まれる。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の１～３月期実績（＋６）は

前期より１ポイント低下した。４～６月期見

通し（＋４）は２ポイント低下が見込まれる。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企

業」）の１～３月期実績（＋５）は前期同水

準である。４～６月期見通し（＋２）は、３

ポイント低下が見込まれる。

設備投資

１～３月期に設備投資を「実施した」企業

（２７％）は、前期に比べ２ポイント低下した

が、前年同時期を１ポイント上回った。

定例調査
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４～６月期見通しの「実施予定」企業（２７％）

は同水準であるが、前年同時期調査での「実

施予定」企業を１ポイント上回った。

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「過当競争」および「売上不振」（ともに

５２％）を挙げる企業が最多となった。「過当競

争」は、建設業、小売業で７割を超えるな

ど、非製造業（６２％）で６割強となった。対

照的に、製造業（２８％）では３割弱にとどま

り比較的企業間の競争は緩やかである。「売上

不振」はホテル・旅館業（７６％）で７割台半

ばとなるなど、非製造業（５５％）で半数を超

えた。また、製造業（４３％）でも木材・木製

品製造業では半数を占めるなど、４割強とな

った。続く「原材料価格上昇」（４１％）は原油

価格が高止まりしている影響から、４割を超

えた。製造業（５８％）の各業種で高率となっ

たほか、非製造業でも運輸業で高いウェイト

を占めた。

定例調査
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＜図5＞短期借入金の難易感�
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＜図7＞設備投資�

＜図6＞在　庫�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

18/1～3実績� 18/4～6見通し�

18/1～3実績� 18/4～6見通し�

36 64 30 36 34

17/4～6
在庫DI

17/4～6
実施企業�

2

7

5

13

実施27 実施せず　73 27 実施せず　46 27

在庫DI 在庫DI

11

18

適正　83 6 適正　86 6

77 5 13 81 6

8

41 59 31 44 25

29 71 3510 55

31 69 35 35 30

38 62 36 31 33

24 76 26 50 24

17 83 13 60 27

15 85 15 61 24

51 49 46 29 25

16 84 23 46 31

2

0

12

11

0

△ 6

5

3

0

5

3

7

32

9

11

2

△ 2

12

3

△ 5

5

3

9

18

2

45

17

21

5

△11

21

15

8

11

5

955 955

17/10～12
在庫DI

17/10～12
実施企業�

32

33

52

15

26

24

32

21

16

29

69

65

41

52 48 52 33 15

37 63 52 34 14

17 73 10 12 78 10

37 58 5 8010 10

15 79 6 18 76 6

11 89 11 89

8 86 6 5 90 5

7 84 9 883 9

82 3 85 5

83 7 89 410

95 5 905

878 5 93

7

1015

2

5

5

過多� 過少� 過多� 過少�

実施� 未定�

5

8

10

0

3

18

4

△ 3

16

8

4

10

△ 5

7

13

11

14

14

13

5

△ 6

22

12

0

8

△ 2

17/7～9
在庫DI

17/7～9
実施企業�

30

34

46

15

31

33

29

17

14

26

68

54

39

29

29

36

14

25

36

29

16

23

25

56

67

39

定例調査

― １０ ―



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
５２
（５１）

２８
（２９）

１７
（１５）

２３
（３２）

３１
（２８）

③
４１
（４４）

①
６２
（５９）

①
７２
（７２）

②
４６
（３９）

①
７１
（６８）

４６
（５７）

②
５２
（５７）

①
５４
（４３）

�売上不振
①
５２
（５１）

②
４３
（４８）

②
３９
（５１）

②
５０
（６４）

③
３９
（３５）

①
４９
（５０）

②
５５
（５３）

②
６０
（５６）

①
５２
（５４）

②
４９
（４６）

①
６０
（５５）

①
７６
（８１）

②
３７
（３９）

�原材料価格上昇
③
４１
（４０）

①
５８
（５８）

①
５１
（５６）

①
７３
（６８）

①
６９
（７３）

②
４６
（３９）

３５
（３３）

３０
（２９）

③
３３
（３１）

３８
（３２）

②
５７
（６２）

４８
（３３）

２６
（２２）

�販売価格低下 ３７
（４２）

③
３２
（３７）

１７
（２３）

３６
（４１）

②
４２
（３８）

３６
（５０）

③
３９
（４４）

③
４４
（４４）

３１
（４１）

③
３９
（４７）

２９
（３６）

②
５２
（８１）

３５
（３１）

�諸経費の増加 ３０
（３０）

３０
（３２）

③
３７
（３８）

③
４１
（３２）

１９
（４０）

２８
（１７）

３０
（２９）

２０
（２４）

２５
（３０）

３０
（２４）

②
５７
（４０）

４３
（５２）

②
３７
（３１）

�価格引き下げ要請 １８
（２１）

２０
（２９）

１５
（２６）

９
（３２）

３１
（３０）

２３
（２８）

１７
（１８）

１８
（１９）

２５
（２８）

１０
（１４）

１７
（１４）

５
（５）

２２
（１６）

�人件費増加 １５
（１４）

１４
（１２）

１０
（８）

１４
（９）

１４
（１３）

２１
（１７）

１５
（１５）

１７
（１６）

２３
（１６）

９
（７）

１１
（１２）

１４
（２９）

１５
（１８）

�設備不足 ９
（１０）

９
（１２）

１５
（１３）

－
（－）

１１
（１５）

８
（１４）

９
（１０）

３
（３）

７
（１０）

６
（４）

１７
（２６）

３３
（２９）

１５
（１２）

	資金調達 ８
（８）

４
（６）

１０
（１０）

９
（９）

－
（５）

－
（－）

１０
（１０）

１１
（９）

７
（８）

９
（８）

９
（１０）

２４
（２９）

９
（６）


人手不足 ８
（９）

７
（４）

１０
（３）

９
（５）

６
（５）

５
（６）

８
（１１）

１０
（９）

－
（３）

４
（７）

１１
（１９）

１４
（１９）

１３
（１８）

�代金回収悪化 ５
（６）

１
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（５）

５
（３）

７
（７）

４
（５）

２０
（２１）

４
（５）

３
（－）

５
（－）

７
（８）

�その他 ２
（２）

４
（２）

１０
（－）

－
（－）

－
（５）

３
（－）

２
（２）

２
（１）

２
（２）

１
（１）

３
（２）

－
（－）

２
（６）

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１７年
４～６７～９１０～１２

１８年
１～３４～６

見通し

１７年
４～６７～９１０～１２

１８年
１～３４～６

見通し

１７年
４～６７～９１０～１２

１８年
１～３４～６

見通し

全 道 △１４ △１３ △１２ △１０ △８ △２２ △２２ △２０ △２４ △１６ ３２ ３０ ２９ ２７ ２７（２７）

札幌市 △１８ △１１ △５ △４ △１ △１４ △１８ △１３ △１２ △５ ３２ ３３ ３２ ３１ ３２（２４）

道 央 ９ ０ △１０ △１１ △７ △８ △１６ △２７ △３０ △１８ ４２ ３１ ３０ ２３ ２２（３１）

道 南 △２２ △３８ △１２ △１１ △５ △３４ △４９ △２９ △４０ △３１ ３０ １７ ２３ ３５ ２４（２６）

道 北 △１９ △７ △１６ △１６ △１９ △３１ △２０ △８ △２７ △２８ ３３ ３３ ２８ ２９ ２６（３２）

道 東 △２７ △３１ △２９ △１９ △１２ △３９ △３４ △３３ △３２ △１８ ２０ ２７ ２６ ２１ ２４（２５）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉当面する経営上の問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

今回の調査では、原材料価格の値上がりが続いているにもかかわらず、多くの企業は販売

価格への転嫁は不十分なことがうかがわれました。また、取引先からの納入価格引き下げ要

請も根強いものがあります。このように収益面での厳しさが続く中、道内企業は新分野への

参入、他社との差別化など様々な戦略を立て、生き残りを図ろうとしています。

以下に、企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜蒲鉾製造業＞ 主原料のすりみ価格の高

騰を受けて昨年末に値上げをした。しかし原

油高による灯油、ダンボール、プラスチック

トレー等の値上がりから効果が薄れている。

●＜珍味加工業＞ プロパン、包装資材、原

料である砂糖の値上がりにより苦戦を強いら

れている。

●＜水産加工業＞ 原油価格の上昇により資

材および運賃が値上がりし、諸経費が増加し

ている。しかし、値上がり分を販売価格に転

嫁できない。

●＜木材・木製品製造業＞ 福利厚生費の上

昇等により、利益の確保は極めて厳しい。今

後は業態の変更や新分野への参入を視野に入

れ、積極的な営業を進めていかなければ生き

残れない。

●＜機械器具製造業＞ 販路を求め本州に積

極的な営業展開をした結果、徐々に成果が現

れている。しかし品質、価格に対する要求の

レベルが高いため、一層の努力が必要である。

●＜特殊車輛製造業＞ 売上は大幅な伸長を

続けており、この傾向は１～３年は続くと予

測している。好調な今こそ経営改善を図り、

更なる持続的発展に努力したい。

●＜造園業＞ 造園工事においても公共事業

は減少している。地元の小額工事にも営業活

動をする。

●＜建築・土木業＞ 官庁工事の激減により

受注が減少している。今後も良くなる見通し

が立たないため、住宅の新築、増改築、リフ

ォームに注力したい。

●＜土木工事業＞ 公共投資の大幅削減に伴

う売上不振、過当競争が経営を直撃してい

る。更に取引先からの価格引き下げ要請や、

支払遅延が追い討ちをかけている。今後は社

員のコスト意識を更に高めるとともに、生産

性を上げる。また子会社を含めた人員配置や

経費の分担をしたい。

●＜総合建設業＞ 官庁工事の大幅削減によ

り、道内建設業は経営方針の変革が強く求め

られている。今後はメロン栽培等、農業への

参入を計画している。

●＜建設業＞ 公共事業主体なので、予算削

減は痛いが他社に真似できない技術力を持つ

社員が多数いるので、独自のスタイルを確立

したい。

●＜総合工事請負業＞ 土地分譲事業だけで

なく、不動産活用に関する総合コンサルティ

経営のポイント

新分野への参入と差別化を戦略に
〈企業の生の声〉
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ング業務も視野に入れる。

●＜分譲マンション販売＞ 分譲マンション

用地の価格が業者間の競合、投資ファンドの

新規参入等で上昇している。また原油価格高

騰により資材搬送費が増加するなど、工事費

も上昇している。反面、マンション市場は供

給が多く販売価格は横ばいにとどまり、収益

を圧迫している。

●＜商業施設内装業＞ 原材料費を含め、諸

経費の増加が予想される。特注のため製品ク

レームリスクも予想され、工事従事者の能力

アップとコスト削減を推進する。

●＜電気設備工事業＞ 仕入材料が値上げさ

れコストアップが激しい。効率化でカバーし

ているが、限界を感じる。一層の省力化が必

要であるが最悪の場合、賃金引き下げの事態

も想定される。

●＜土木・舗装工事業＞ 環境問題等により

旧式の機械等が使用不可となった。更新投資

に今後の生き残りをかける。

●＜機械工具等卸売業＞ 昨年より建築・工

事関連が順調で、売上も前期を上回ってい

る。しかし、販売単価に仕入れ値上がり分を

転嫁できず粗利益率が低下している。今後は

顧客ニーズの先取りなど営業活動の強化、新

規顧客の開拓に努力する。

●＜有機肥料等卸売業＞ 食の安全、安心に

寄与することで地域から期待される存在とな

る。

●＜婦人服卸売業＞ インターネットによる

販売を開始し、月を追うごとに売上が伸びて

いる。

●＜作業服小売業＞ 新店舗開設や店舗移

転、リニューアルなどにより客層が拡大し、

売上・利益ともに増加している。また、店舗

販売以外にも外商や通信販売にも取り組んで

いく。

●＜スポーツ用品店＞ 灯油価格の上昇や大

雪による野菜の価格高騰などの影響を受け、

消費者は生活防衛意識が強くなり、売上が低

迷している。

●＜家庭用燃料店＞ 毎週のように灯油価格

が値上がりし、仕入単価が最高値となった。

また同業者の安売りにより、多くの顧客をと

られている。

●＜石油製品小売業＞ 灯油・LPガスが異

常に値上がりしているが、増収増益になる見

通しである。同業他社との競争にも敗退する

ことなく、得意先を増加させている。今後、

社員に成果主義を取り入れて意欲を持たせ、

売上アップにつなげる。

●＜コンビニエンスストア２社＞ スーパー

の年中無休、長時間営業や、他業態による酒

・米・菓子の低価格販売など競争が厳しく、

コンビニエンスストアの特色が失われている。

今後は諸経費、特に人件費を減少させたい。

●＜運送業＞ 原材料費の価格上昇分を運賃

に転嫁できないばかりか、競争により単価が

下落している。

経営のポイント
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●＜運送業＞ 運送業界においては、軽油価

格の引き上げが止まらず、また運賃に転嫁で

きないため厳しい状況に変わりない。配車効

率を高めて利益確保する。

●＜運送業＞ 原油価格高騰の影響による軽

油やオイル・タイヤ等の値上げが利益を圧迫

している。車両の大型化と省エネ・エコドラ

イブを履行し、経費の削減を徹底する。

●＜貸切バス＞ 燃料費の増加に対して、適

正な価格での営業を推進することと、ムリ、

ムダな運転をなくす。

●＜温泉地のホテル＞ 知床の世界自然遺産

登録効果による宿泊客の増加を期待したい。

●＜都市ホテル＞ ブライダルは、全国的に

年々小規模となり式を挙げないカップルも増

えている。対策として照明、音響設備のリニ

ューアルをした。また、ブライダルアドバイ

ザーを呼びサービスの質の向上を図り競争力

を高めている。

●＜温泉地のホテル＞ これまでは団体ツア

ー客が中心であったが、個人客や少人数客が

増えている。サービスも高水準が求められ、

スタッフの確保と育成が課題である。

●＜ソフトウェア開発＞ 道内の販売ウェイ

トが従来よりも落ち込んでいる。首都圏への

販売を強化し、カバーする。

●＜ソフトウェア開発＞ 地方自治体向けの

商売なので、市町村合併に伴いユーザーの減

少が考えられる。一般民間企業へのシフトを

行なう。

●＜自動車販売整備業＞ 新車が売れないた

め中古車販売と整備（車検等）に力をいれ

る。

経営のポイント
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本論文は、北洋銀行が支援する「平成１７年度小樽商科大学学生懸賞論文」において、第一

位に入賞しました。
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序章 なぜ金融教育が必要か

近年、機関投資家のみならず、多くの消費者が利回り志向を強めている。そしてインターネットの普及、新

商品・サービスの開発、オンライン証券の簡易化などを背景に、日本においても消費者の資産運用手段として

投資の意識が芽生え、個人投資家が増えている。

また、ペイオフ全面解禁、低金利の長期化、団塊の世代の退職、将来の保険・年金制度・インフレに対する

懸念、大手銀行の破綻による金融システム不安などの様々な要因から、預貯金から個人国債・株式投信・外貨

預金での新たな資産運用が注目を浴びている。

それに加え、急速な高齢化によって従来に比べ退職期以降が非常に長いというライフサイクルの変遷によ

り、極端に安全性を重視した資産運用では十分な老後の蓄えが達成できるという状況ではなくなってきた。

従来は良い人生を送るためには終身雇用・年功序列によって、「大企業に就職すれば、良い人生が送れる」

と言われてきた。そのため学校では大学入試に直結する勉強に重きが置かれ、金融教育など生活に係わる教育

は重要視されてこなかった。しかし、日本版４０１kと呼ばれる確定拠出型年金制度が導入され、個人の年金の運

用に関して、今までよりも幅の広い選択の余地がある一方、運用資産に関して自己責任を負うことになった。

このようにライフサイクルの変遷によって、危険回避的な人も好む好まざるにかかわらず、個人の自己責任

で資産運用を行う必要があり、上手に資産を管理することはより良い人生を送るための重要な能力の一つにな

った。
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「日本における金融教育の養成と普及」に関する考察
小樽商科大学商学部 ４年
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これからは社会人だけではなく、日本の学校教育においてもアメリカやイギリスのように金融教育について

の重要性は高まるだろう。しかし、個人金融資産や意識が貯蓄から投資へと流れているとはいえ、まだまだ日

本の消費者は銀行などの間接金融で資産を運用する人が多く、金融教育に対するニーズや興味を持っている人

も多くない。従来から資産の管理・運用は、銀行にしろ、郵便局にしろ、預貯金は保護されているという認識

下で、投資リスクを取ることなく保守的に管理・運用されてきた。

日本は経済的にも成熟した国であり、個人金融資産はアメリカに次ぎ世界第２位の１４００兆円を保有している

にもかかわらず、安全か危険かの二分論で判断し、１００％安全でなければ安心できない。そのために金融資産

は預貯金に偏重し、投資と投機の区別や投資リスクやヘッジに関する概念さえも認識されていない。しかし、

前述の通り、社会・経済の変化、それに伴う金融環境は急激に変化している。金融教育の充実は急務である。

金融環境が著しく変化していく中で、消費者に求められている金融リテラシーとは何か、また、その金融リ

テラシーを養成するために、日本においてはどのように金融教育を普及していけばよいのか、ということにつ

いて本論では「日本における金融教育の養成と普及」に関して考察する。

１章 日本と各国の現状比較

１節 日本の現状考察

政府は２００４年末、金融庁が発表した金融改革プログラムにおいて、「金融サービス立国への挑戦」を掲げ、

その中で、直接金融や市場型間接金融を活用した多様で良質な金融商品・サービスを提供することによって、

間接金融に偏重していたマネーフローは是正され、貯蓄から投資への流れが加速するとしている１。

そこで、日本の個人金融資産はどの程度間接金融に偏重していたのかといえば、家計金融資産に占める預貯

金の割合は、時価変動部分を控除して、バブル期にいったん４２．３％まで減少したが、１９９３年以降、ほぼ一貫と

して上昇に転じている。一方、株式・投資信託は１９８０年頃からほとんど減少傾向をたどってきた２。

近年、日本における個人金融資産は２００１年度末で１４６１兆円あり、国民一人当たりにすると１１４４万円保有して

いることになる。個人金融資産に占める預貯金、株式、投資信託、債券、保険・年金の構成比を比較してみる

と、預貯金が５０％以上占め、株式、投資信託、債券などの合計は１０％前後、保険・年金が３０％前後であり、個

人金融資産は先進国の中でも間接金融に偏重している特殊な構造である３。

さらに、資産運用において、リスクに見合う収益性が得られる機会があるなら、資産を運用しようと思う人

は６．７％しかおらず、逆に元本が保証されていなければ、資産運用しようと思わない人が５９％もいる４。そして

元本が保証されていなければ投資しないといった行動が、延いては投資に関する基本的な知識や分散投資の概

念さえも、十分に認識されていない状況につながっているといえよう。

このように、日本は従来から資産の管理・運用を間接金融に依存しており、預貯金は保護制度によって保証

されているという認識下で、投資リスクを取ることなく保守的に管理・運用してきた。

しかし、昨今では様々な金融環境の変化５によって、預貯金から個人国債、株式投信、外貨預金等への資金

シフトが発生している。

例えば２００５年の個人金融資産のうち「国債・財投債」は、前年比４７．７％増の１９兆７５８３億円と急増して過去最

高となり、株価の回復にともなって「株式」は１６．４％増の７９兆２７６１億円と大幅に増えている。それに対して

「現金・預金」は０．１％減の７８８兆１９２２億円と減少している（読売新聞２００５年３月１５日）。

とはいえ、日本の個人投資家の投資対象となっているのは個人向け国債等が中心であり、リスクを犯さず、

１ 金融庁ホームページ「金融改革プログラム」 http : //www.fsa.go.jp/policy/ffre/（平成１７．１１．２２確認）

２ 「金融財政事情」２００５．４．４号 『「貯蓄」は「投資」に流れるか』

３ 金融広報中央委員会『暮らしと金融なんでもデータ 平成１７年度版』、ときわ総合サービス株式会社、２００５年、P３５

４ 同上、P１４９

５ 近年、日本における金融環境としては、ペイオフ全面解禁、郵政民営化法案の可決、低金利の長期化、団塊の世代の退職、ライフスタイルの変遷による

将来の保険・年金制度に対する不安、インフレに対する懸念、大手銀行の破綻による金融システム不安など、急激に変化している。
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高い安全性を基本としたより高利回りの金融商品が中心である。また、株価の回復傾向に伴って株式投資も消

費者の資産運用手段として活用されているが、日本の個人投資家は新規公開株などの短期キャピタルゲインを

狙った短期的取引が多い。アメリカのように一度購入した銘柄を長期間保有し続け、「物言う株主」として保

有している企業の価値向上に努める個人投資家は少ないのが現状である。

一方、販売チャネルに目を転じると、IT化・金融環境の変化によって、多くの金融商品はオンライン証券や

銀行や郵便局などで窓口販売が可能となるなど、多様化が進んでいる。このような多様化・高度化・利便性の

向上のおかげで個人資産を預貯金以外で運用する消費者が増加している反面、金融教育がそれに追いついてい

ないために金融商品の持つリスクに気付かなかったり、知らないうちに騙されて損をするケースも生じている。

そこで、日本における金融教育の現状を見てみると、初等中等教育段階では経済・金融という必修科目はな

く、経済・金融教育を実施している層は４２％ある反面、検討中の７％を含め、実施していない層が５６％となっ

ている。問題点としては、授業の枠を越えて実施する余裕がない、教師自身に専門的知識がない、限られた授

業時間数の中でどう効果的に教えるかというノウハウの欠如、お金に関する教育をすることに対する保護者や

教師の抵抗感などが挙げられる６。

また、社会人・高齢者段階では主な教育機会として、確定拠出年金の導入時研修、企業従業員対象の研修、

各種団体・メディア・金融機関主催のセミナー、マネー誌などの記事があるものの、社会人・高齢者一般の問

題点として、他の分野では立派な社会人でもお金のことは意外と知らない、リスクの概念について一般の人は

安全か危険かの二分論で判断するという点が挙げられる。また、投資と投機の区別や、分散投資の概念の基本

的知識が共有されていないことなども指摘されている７。

それ以外にも、社会・環境を考慮する社会的責任に着目して投資を行う社会的責任投資（以下SRI）などは

欧米では歴史が古く、規模はアメリカで２２８兆３７５０億円、イギリスで４４兆９０００億円であり、市民権を得て影響

力を持つ規模まで市場が成長しているにもかかわらず、日本では１９９９年に日興証券（当時）が発売した「日興

エコファンド」が契機となって知られ始めてはいるが、規模は１４００億円程度である。SRIが社会に影響を持っ

ているとはまだまだいえない８。

以上のように、間接金融に偏重してきた消費者は、金融環境の変化によって、株式、投資信託、債券などの

直接金融に資金をシフトしはじめている。しかし、資産運用の目的は安全性を特に重視した金融商品が多く、

株式投資にしても短期的な投資収益が目的であり、長期に保有して企業価値向上による収益を目指したSRIを

目的とする株主は少ない。

金融教育については初等中等教育段階、社会人・高齢者段階の両段階おいてもニーズはあるものの、十分な

体制・システムが整っているとは言えず、多くの問題点を抱えている。金融教育の充実が急務である。

２節 アメリカにおける現状考察

アメリカでは家計の半分が株式などの投資であり、彼らの主要な投資目的は６５％が老後のための長期の資産

形成である。投資は富裕層の余裕資金運用ではなく、一般消費者の老後の生活資金として活用され、投資をす

るということは大衆化している。そして、彼らの５８％は専門家の助言に頼っているのが現状である。また、日

本とは異なり、一度購入した銘柄は基本的にバイ・アンド・ホールド戦略をとり、平均的なリスクについては

５１％の投資家が許容している。逆に、全くリスクを取りたくないと考えている人は７％しかいない９。

近年のアメリカにおける個人金融資産は２００１年度末で４２５７兆円あり、国民一人当たりにすると１４９９万円保有

していることになる。個人金融資産に占める預貯金、株式、投資信託、債券、保険・年金の構成比を比較して

みると、アメリカでは預貯金が１０％前後、株式、投資信託、債券などの合計は５０％以上、保険・年金が３０％前

６ 日本証券業協会ホームページ「学校における経済・金融 教育の実態調査 報告書

http : //www.jsda.or.jp/html/oshirase/kyouikuchousa.html（平成１７．１１．２２確認）

７ 金融庁ホームページ「金融経済教育に関する論点整理」

http : //www.fsa.go.jp/news/newsj/16/singi/f-20050630-2/02.pdf（平成１７．１１．２２確認）

８ 「日経ビジネス」２００５．５．２３号『社会的責任投資』

９ 前掲誌『「貯蓄」は「投資」に流れるか』
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後であり、消費者は有価証券などの直接金融によって資産運用しているといえる１０。

このような投資家層が形成されたのは、７０年代に投資信託が多様化し、少額でもプロの投資家による銘柄選

択手腕を活用できるようになったことや、老後の資産貯蓄を促す退職プランが創設されたことをきっかけに、

その後、ディスカウント・ブローカー、投資信託直販、４０１（k）プランと、個人向けの非対面で低コストのチ

ャネル基盤が整備されるなど、インフラやサービスを充実させたことが影響している。また、そのような投資

家の増加が投資教育へとつながっていった。

アメリカでは消費者は金融資産を個人の自己責任において管理・運用しているが、貯蓄率は日本に比べて低

く、多重債務や個人破産が増加しているという問題点もある。全人口の５％の高収入者に８０％以上の資産が集

中し、低所得者層が多く住む地域では銀行の支店もなく預金口座さえ持っていない人々が数多く暮らしてい

る。このことがアメリカにおいて金融教育の重要性をますます高めている。

アメリカにおける金融教育の現況を見てみると、中央銀行、政府機関、消費者団体、教育団体、業界団体、

民間企業など、官、民、非営利（NPO）を問わず、驚くほど多数の組織が金融教育に取り組んでいる。最近で

は、連邦政府内関係省庁の連携や財務省内での担当室の設置、議会における立法化や金融教育に取り組むNPO

への財政支援などの新たな展開も見られている１１。

教育の対象者は幼児、生徒・教師から高齢者まで幅広くカバーされており、各組織が各々の目的や対象者の

必要性に応じて分散して教育を提供している。

初等中等教育では７つの州で金融教育関連の授業が必須科目となっており、選択教科として高校生のうち

２０％がクレジットカードや預金の使い方などの個人金融の授業を履修している。また、連邦準備制度理事会

（FRB）による全国金融経済コンテストなどがある。

社会人・高齢者には退職後に備えた生活設計や年金制度などニーズに合わせた多種多様の教育が行われてい

る。それ以外にも、監督当局は金融機関等に対する苦情を受け付けてその結果をランキングの形で公表した

り、インターネット上にうまい儲け話のニセ広告を出し、クリックした消費者に被害防止の教育を行うなど、

ユニークで柔軟な対応をしている１２。

また、アメリカでは投資の目的についても日本とは異なっている。必ずしも金銭的なリターンにこだわら

ず、投資を通じて、社会や地域、または環境、労働問題などに対して、自らの意見を反映させ、自己実現の手

段としてSRIという概念が普及している。株主として自らが持つ権利と責任を理解し、株式投資リスクをとり

ながらも社会的責任のある企業に投資し、社会や環境を考慮して資産運用を行うということは、日本ももっと

学ぶべきではないだろうか。

以上のようにアメリカでは、消費者は主に株式、投資信託、債券などの直接金融で個人金融資産を管理・運

用している。金融教育についても、官と官・官と民が連携して質の向上に努め、様々な機関が初等中等段階か

ら積極的に取り組んでいる。確かに、多重債務や個人破産といった問題点はあるが、株式、投資信託、債券な

どの直接金融に投資するといった行為が個人の情報に対する対応力、社会や企業に対する行動力を高め、ま

た、活発なお金の流れが効率的な資源配分になり、社会的コストを軽減していることは注目すべきことである。

３節 イギリスの現状考察

近年のイギリスにおける個人金融資産は２００１年度末で５４５兆円あり、国民一人当たりにすると９５５万円保有し

ていることになる。個人金融資産に占める預貯金、株式、投資信託、債券、保険・年金の構成比を比較してみ

ると、預貯金が２０％前後、株式、投資信託、債券などの合計は２０％以上、保険・年金が５０％前後であり、個人

金融資産は保険・年金準備金を中心として資産運用を行っているといえる１３。

１０ 金融広報中央委員会『暮らしと金融なんでもデータ 平成１７年度版』、ときわ総合サービス株式会社、２００５年、P３５

１１ 金融広報中央委員会ホームページ「英米・消費教育レポート」

http : //www.shiruporuto.jp/consumer/consum.html（平成１７．１１．２２確認）

１２ 金融庁ホームページ 「金融経済教育に関する論点整理」

http : //www.fsa.go.jp/news/newsj/16/singi/f-20050630-2/02.pdf（平成１７．１１．２２確認）

１３ 金融広報中央委員会『暮らしと金融なんでもデータ 平成１７年度版』、ときわ総合サービス株式会社、２００５年、P３５
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イギリスでは、公的年金の役割が相対的に小さいため、その分だけ消費者自身が私的年金などの形で老後の

資金を多めに確保することが必要であり、この為イギリスの個人金融資産はその多くが私的年金によって占め

られている。

イギリスの金融教育は金融機関の監督当局である金融サービス庁（The Financial Services Authority、FSA）

が金融に関する消費者教育の中核的役割を担っており、通商産業省や教育技術省など他の官庁や全国消費者連

盟、個人金融教育グループなどの民間団体が連携し合いながら教育活動を推進している１４。

イギリスにおいて金融サービス庁は民間団体に区分されるが、理事長等は国が任命するなど強い公的性格を

有しており、国が金融教育のリーダーシップを取っているのが特徴である。

１４～１６歳の初等中等段階では、金融システムのあり方を含む経済の授業が必修であり、また大人や学生を対

象とした金融に関する教育プログラムの開講、タウン・ミーティングなどが実施されている。FSAのウェブサ

イトでは不正な金融商品や金融取引に関する警告を行って、金融リテラシーの養成に努めている。

ユニークな財政措置として、社会的格差是正・貯蓄奨励の観点を踏まえ、親の所得水準によらず、全ての子

供に政府が資金を支給し１８歳まで預金口座等での運用を義務付ける子供信託基金が創設されている１５。

また、イギリスもアメリカ同様、消費者にSRIの概念が普及しており、ヨーロッパ最大のSRI市場を形成

し、ここ数年でSRIの資産総額は急激に膨れ上がっている。環境保護活動に対して高い意識を持つグループの

存在や英国保険協会が資産運用にあたってSRI型の運用を始めるなど、SRIに対するニーズは高い。これに対

して、消費者や市民団体の声を政府が受け止め、政府レベルで積極的に主導権を握り、枠組み作りや支援・法

整備などといった先駆的な取り組みを行っている１６。

以上のように、イギリスでは個人金融資産の大半は私的年金である保険・年金準備金が占めており、老後の

資産は自己責任によって消費者自身が管理・運用する部分が大きい。

また、自己責任を求める一方で、金融サービス法など政府が積極的に消費者保護活動にも力を入れている。

この中でも金融教育はFSAが中核となって、民間団体と連携しながら普及に努めている。SRIについては消費

者が社会的に責任を持って投資できるように促すような、政府による効果的な枠組み作りが行われている。

さらに金融教育は公共性が保たれ、社会的階層や地域間格差に関係なく普及させるために、政府が金融教育

の主導権を握って責務を果たしていることは注目すべきである。

２章 消費者に養成すべき金融リテラシー

１節 金融リテラシーとは

このような現状の中で、日本では消費者にどのような金融教育を行い、金融リテラシーを養成すれば良いの

だろうか。金融リテラシーとは金融やその背景となる経済についての基本知識と、日々の生活の中でその基本

知識に立脚しつつ自立した個人として判断し意思決定する能力である１７。

消費者が直接金融を活用し自己責任で資産を運用するといった金融環境の変化が生じている。また、現在の

発展著しい情報化社会では情報を自由に扱うことができる能力を最低限として、必要となる金融リテラシーと

はそれよりさらに高度な内容が求められている。養成すべきことは、極めて多種多様である。

そして、それは一般的な貯蓄、借り入れなどの基本的な金銭管理能力から、経済の仕組み、クレジットカー

ドや保険などの有効利用、株式投資の手法、金融工学などの知識は勿論のこと、リスク管理能力や自己責任で

１４ 金融広報中央委員会ホームページ「英米・消費教育レポート」

http : //www.shiruporuto.jp/consumer/consum.html（平成１７．１１．２２確認）

１５ 金融庁ホームページ「金融経済教育に関する論点整理」

http : //www.fsa.go.jp/news/newsj/16/singi/f-20050630-2/02.pdf（平成１７．１１．２２確認）

１６ 谷本寛治『SRI 社会的責任投資入門』、日本経済新聞社、２００３年、P７２～Ｐ７５

１７ 金融庁ホームページ「金融経済教育に関する論点整理」

http : //www.fsa.go.jp/news/newsj/16/singi/f-20050630-2/02.pdf（平成１７．１１．２２確認）
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峻別する能力、株主の責任としての認識に及ぶ。これらは複雑なものも多く、簡単に養成できるものの方が少

ない。

また、金融工学の分野では、LTCM（ロングターム・キャピタル・マネージメント）でさえ破綻した１８こと

を見れば、資産の運用はそもそも複雑かつ難解なものであり、たとえ知識や能力を身につけたとしても損失を

出すというリスクは完全に拭い切れるものではない。

アメリカのような家計の半分が株式投資などで資産運用していても、彼らの６割弱は専門家の助言に頼って

いる現状を鑑みると、的確に運用するための能力やテクニックを身に付けることで誰でも簡単に資産を運用

し、損失を出すことなく利益を出すことができるとはいえない。

以上のように、日本において金融教育で身につけるべき金融リテラシーは数多くある（図１）。しかし、そ

の中でも特に身につける必要がある金融リテラシーは、高度な資産運用の知識やテクニックよりも、次の３つ

の能力である。

図１ 身につけるべき金融リテラシー

第一は、リスクを回避するための分散投資・資産運用の基本や、消費者一人一人がリスクに応じた適切な資

産運用・計画を立案する力、自律した生活設計能力を培うことができ、万が一のときに備えることができる

「リスク管理能力」である。

第二は、自己責任として資産運用を自分自身でしないとしても、自分の代理人が証券市場で資産運用するの

を厳密に観察し、かつ適切に評価できる「評価判断能力」である。

第三は、自己責任でリスクをとりながらも、SRIを通じて社会や地域、環境に貢献する、また、自らの意見

を反映させるための自己実現の手段として、株主としての責任を活用する「社会的責任能力」である。

１８ LTCM（ロングターム・キャピタル・マネージメント）は、ノーベル賞を受賞した金融工学の最高権威や大学の助教授など理工系の技術者を集め、金融

工学の分野で最先端の理論を駆使し、高度な数学や最新鋭の複雑なコンピュータープログラムに基づいた金融取引手法が用いられ、また、特別に優遇さ

れた資金を融資されていたが、常に高利回りで連戦連勝とはいかず、ロシアの通貨危機によって数十億ドルという損失を抱え破綻した。

ロジャー・ローウェンスタイン（東江一紀・瑞穂のりこ訳）『天才たちの誤算』、日本経済新聞社、２００１年
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現在は、２０世紀のような経済効率を重視した大量生産、大量消費、大量廃棄の時代ではない。これからは世

界全体で社会的、環境的、経済的な持続可能な社会の構築について考えていかなければならない。消費者も投

資する際には株主の責任として、収益以外に環境問題、人権問題、労働問題、国際問題など多岐にわたること

について考慮する必要がある。株主には、権利を主張するだけではなく義務もあるのである。

金融教育で株主の責任として「社会的責任能力」を養成することは、今後、求められる能力の養成の中で

も、最も重点的に取り組まなければならないことである。

この３つの能力の養成が日本において迅速かつ重点的に金融教育で身に付けなければならない金融リテラシ

ーである。

２節 初等中等教育における金融教育

初等中等段階における養成すべき金融リテラシーは、これまで学校教育の中の公民科、家庭科、商業科にお

いて取り組まれてきたが、今後はお金の価値や物の大切さの認識、金銭管理、お金の流れから経済社会の仕組

み、消費者保護制度、お金と道徳などといったことについて、さらに積極的に取り組むべきである。

それに加えて、最近、特に問題を引き起こしている時事的な問題に対応する能力やこれからの社会において

必要不可欠となる能力についてはシミュレーションやインターネットなど体験・実践的な教育などを通じて身

につける必要がある。

また、従来から教育現場において、金儲けやリスク性の高い株式投資の話は敬遠されてきた。汗水を流して

努力したことが公平に評価される基準であり、働かずしてお金を得ることは不正であるという意識があった。

これからは投資よる資金の循環、リスクとリターンの関係、金融資産の管理など、今まで教育現場でタブーと

されてきたことに関しても挑戦していく必要がある。

そのためにも、金融・経済学習を必修科目として独立させることが必要である。必修科目となることで、公

民科・家庭科・商業科の一部でしか扱われてこなかった金融教育のカリキュラム全体を見直すことも可能とな

り、重要性も生徒・教員の両方からより認識されることになる。また、学校間の温度差がなくなり、一定レベ

ルまで引き上げられる。

さらに授業方法もより工夫されるようになる。例えば、現状では、金融に対する知識や認識など、問題点に

対する意識の低さや経験値の少なさが金融教育の実施に影響を与えている。しかし金融教育を必修科目とする

ならば、地域社会と連携し、実践的内容などのカリキュラムは外部に作成を要請する等の工夫も生まれるにち

がいない。

最近、NPOなど金融・経済学習を積極的に支援する団体が増えてきているが、まだまだ充実した取り組みが

行なわれているとはいえない。アメリカには経済活動を推進するNPOに年間１５０万ドルの補助金を付与するこ

とを可能とする「経済教育法」があり、イギリスではFSA、教育技能省によるNPOへの出資など政府が学生や

社会人の金融教育のために財政支援している１９。

日本においても学校などが様々な障害を抱え、満足して金融教育を提供できない現状を鑑みると、政府が何

らかの形で財政支援を行い、学校でできないことを外部に要請するなど連携した取り組みが今後より重要にな

ってくる。

３節 社会人・高齢者における金融教育

社会人・高齢者における養成すべき金融リテラシーは、まず、リスクに関する考え方や管理の方法である。

貯蓄商品選択に当たり最も重視する点の国際比較において、アメリカやイギリスが「利回りがよいこと」を重

視するのに対して、日本は「元本が保証されていること」が最も重視されている２０。個人で金融資産を管理・

１９ 金融庁ホームページ「金融経済教育に関する国際比較」

www.fsa.go.jp/news/newsj/16/singi/f-20050524-1/02.pdf（平成１７．１１．２２確認）

２０ 金融広報中央委員会『暮らしと金融なんでもデータ 平成１７年度版』、ときわ総合サービス株式会社、２００５年、P１４８
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運用することになれば、儲かる・儲からないの競争原理が働くことは避けられない。

これから消費者が個人で金融資産を管理・運用することになれば、社会人・高齢者が身につける金融リテラ

シーとして、分散投資や資産運用の基本およびリスクに応じた適切な資産運用・計画を立案し実行できる「リ

スク管理能力」が重要になる。

金融資産を的確に損することなく運用することは、高度な知識と能力を必要とし、消費者が簡単に身につけ

ることができるものではない。しかし、運用の結果は自分に帰属するものであり、自己責任が求められる。そ

れに加え、確定拠出型年金が導入され始め、幅広い選択の余地がある一方、将来の年金さえも自己責任が求め

られようになった。

現在、多くの情報が消費者の処理能力を超えて供給されている中、必要な情報とそうではない情報を見極め

る能力が必要である。また、運用のすべてを任せるのではなく、自分の主張と異なる代理人の判断に対してス

トップをかけることができる能力も必要である。

これからは好む好まざるにかかわらず、資産を有効に運用する事が求められ、そして、その運用の結果はす

べて自己責任であるという時代になる。だからこそ、資産運用を自分自身でしないとしても、自分の代理人が

証券市場で資産運用するのを厳密に観察し、かつ適切に評価できる「評価判断能力」を養成すべきである。

金融教育では、投資に対するリターンを最大化する方法を知ることは重要な要素であるが、それ以外にも企

業の不正や不透明な経営に対して是正を求める株主としての責任、投資を通じて社会的問題に取り組んでいる

企業を評価する手段、また、自らの意見を反映させる自己実現の手段として、「社会的責任能力」を養成して

いく必要がある。

その他に、金融トラブルから身を守るための手段や、法知識、投資と投機の区別など、お金に関する知識や

能力は生活に直結することである。消費者にとって良質に生きるということを金融リテラシーとして養成する

ことが重要になる。

金融教育を初期段階において重点的に普及していくためには、６０歳以上の世代と、６０歳以下の世代とで異な

った金融教育を行う必要がある。なぜならば、６０歳以上の世代に金融資産の保有残高が集中しているのに対し

て、６０歳以下の世代では生活資金などで余裕がなく、金融資産を運用することに対して障害が多いからである。

また、資産運用ニーズも異なっており、６０歳以上では多くの余剰資金の短期的な資産運用が中心であり、６０

歳以下では確定拠出型年金の導入などの影響によって、老後の安定的な資産を得るために長期的な資産運用が

求められるようになる。

このように、６０歳以上と６０歳以下を境としてライフスタイルの大きな変化が見られ、金融教育に求められる

内容は異なってくる。但し、自己実現の手段として投資を活用するといった「社会的責任能力」は、全世代共

通の金融教育として植え付けていかなければならないことである。また、「リスク管理能力」や「評価判断能

力」も同様に全世代共通の金融リテラシーとして養成することが求められる。

３章 日本において最も求められている金融教育

１節 株主の責任として「社会的責任能力」

日本の消費者は金融環境の変化によって、株式、投資信託、債券などの直接金融を資産運用の手段として用

いることになる。この変化は日本に諸外国と同様に個人投資家が増えるということを意味している。

しかし、個人向け国債や投資信託とは異なり、株式に投資するということは自己責任によってリスクを取り

ながら、資産の運用を行うということだけではなく、「株主」になるということである。

近年、日本における株式保有構造は個人投資家と外国人投資家が持株比率を上昇させており、金融機関等の

持株比率は急激に減少している。個人株主数は３２１５万人と増加している２１が、株式に投資する主要な目的の大

２１ 大阪証券取引所ホームページ「平成１０年度株式分布状況調査の調査結果について」

www.ose.or.jp/news/0106/010626b.pdf（平成１７．１１．２２確認）
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半は資産を短期的に運用するためである。１章でも述べたように社会や地域、または環境、労働問題などに対

して、自らの意見を反映させ、自己実現の手段としてSRI２２といった株式投資を行う人は少ないのが現状である。

日本の消費者は株式への投資を資産運用の短期的収益の獲得手段として活用する傾向が強く、また、日本の

株主の多くは様々な権利を認められているのに、「物言わぬ株主」としてこの権利を有効に行使しようとして

いない２３。

世界はローカルレベルであれ、グローバルレベルであれ、社会的・環境的課題に直面している。したがっ

て、短期的な自己的利益だけではなく、ステイクホルダーとの利益のバランスを考慮し、長期的な視点を養成

するためにも消費者が株主の責任として「社会的責任能力」について学ぶことは重要である。

SRIの下では、社会的に問題のある企業、事業は排除され、社会的、環境的、経済的に結果を残している企

業に投資される。投資されれば、その企業の株価は上がり、さらに社会的・環境的な事業へ設備投資されるこ

とになる可能性を秘めている。このような好循環を生むシステムが構築されれば、それは日本の企業価値向上

につながるはずである。

２節 日本における社会的責任投資の重要性

近年、多種多様な企業で社会的責任をトップが認識し、経営理念・経営戦略として明言しているが、これは

アメリカやEUの動きを受けて関心が高まってきたに過ぎず、社会市民としての企業の社会的責任についての

意識や理解度は低く、社会からの要請によって生まれた仕組みではない。

なぜなら、従来日本における企業と社会の関係は、企業の成長こそが社会の豊かさ・繁栄を生むとされてき

たからである。つまり効率的生産に皆が協力し、より大きな経済的成果を上げ、その利益をできる限り公平に

分配する。それにより、雇用を守り、所得的格差が小さい社会を築き上げることが企業の社会的責任であると

考えられてきた２４。

しかし、企業は社会の一員であり、企業市民として存在している。今後、企業はより様々な次元で社会とか

かわることとなり、社会の動きや時代の潮流を無視するような企業経営を存続していくことはできないことが

明白である。

ただ、きっかけはアメリカやEUに触発されたのであっても、批判対策やイメージ回復のための社会的貢献

活動から、グローバルな企業市民として国際的な要請に対応する社会的責任を明確にした経営理念・経営戦略

を持った企業が増えてきた。

このように日本においても新しい動きは広がり続けているが、そのような企業がSRIによって評価される市

場はまだ芽が出たばかりである２５。日本におけるSRIはアメリカのように、大衆化しているとはいえない現状

２２ 社会的責任投資（Socially Responsible Investment、SRI）とは、経済的パフォーマンスで結果を残し、社会的に責任を果たしている企業に投資をする、あ

るいは金融機関やファンドが社会的な課題を解決にかかわっている事業体に出資をするという投資手法である。社会的責任投資には、ソーシャル・スク

リーンと株主行動とソーシャル・インベストメントに区分される。

ソーシャル・スクリーンとは投資するにあたって、財務的指標などの経済的側面からだけではなく、社会や環境に対して配慮を行うといった側面から

も評価して投資先を決定することであり、軍事、原子力、タバコといった社会的批判の多い産業に関連する企業を投資対象から除外するネガティブ・ス

クリーンと、社会や環境に対するは配慮を評価し、積極的に社会的責任を果たしている企業を投資対象に含めるポジティブ・スクリーンがある。

株主行動は、株主の立場から企業と積極的にかかわり、その経営や方針、システムに影響を与えようとすることである。CSRにかかわる問題など、株

主総会での株主提案や議決行使権の他、経営陣との日常的な対話を含めて、企業のあり方について影響を与えるものである。

ソーシャル・インベストメントは荒廃・衰退地域の経済的開発の支援を目的に行われる地域開発投資、自然エネルギーに開発やフェア・トレードなど

の社会的事業を行う企業に投資する社会開発投資、政府が公共投資を行うにあたって、公共投資自体が、社会や環境に与える影響を配慮する、または、

入札参加企業の社会的責任をその評価基準のひとつとして組み込む社会的に責任のある公共投資がある

谷本寛治『SRI 社会的責任投資入門』、日本経済新聞社、２００３年、P６～P９

２３ 株主は経営者に対して、より高い利潤を生み出す経営を求めて働きかけることができる権利や企業の不正や不透明な経営に対して是正を求めることがで

きる権利、社会的・環境的に問題のある企業に投資するのではなく、社会的に評価の高い企業に投資する権利があるのである。

２４ その結果、企業による株の持合と個人株主の低下、系列システムによる閉鎖、年齢別生活保障型給与や終身雇用、企業戦士の登場、株主利益より企業利

益の優先といった日本独自の経営システムが生まれた。

２５ SRIの規模では株式、投資信託、債券などの直接金融の割合が少なかったという面を考慮しなければならないが、１９９９年に日興証券（当時）が発売した

「日興エコファンド」が契機となって、現在では１４００億円程度である。

「日経ビジネス」２００５．５．２３号『社会的責任投資』
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であり、消費者の意識は希薄である。

しかし、この芽をどんどん成長させていく必要がある。今後、日本が経済的・社会的・環境的なバランスを

考えた持続可能な発展をしていくためには企業が果たす新しい役割は重要であるが、企業だけではなく、社会

的に良い企業を正しく評価できる消費者の存在はより重要である。

「社会的責任能力」という金融リテラシーを養成することによって、SRIという新しい企業の評価システム

が生まれる。日本の消費者による企業の評価システムがSRI市場として成長すれば、社会的・環境的基準をク

リアできない企業は融資、投資、取引の条件をクリアできなくなる恐れが生じる。結果的に社会的コストは抑

制・軽減され、資源配分は効率化すると期待できる。また、このような消費者の行動は機関投資家にも長期的

な投資収益を考慮する際の有効な運用スタイルとして影響を与えることになる。社会的・環境的パフォーマン

スを高めることが経済的パフォーマンスを高めることにつながるのである。

アメリカやEUと異なった企業と社会の関係を築いてきた日本だからこそ、金融教育においてSRIの概念を学

ぶことは、大変重要なことである。日本の消費者は今後、その莫大な金融資産の運用如何によってはいい意味

でも、悪い意味でも世界に大きな影響を与える存在なのである。世界で第２位の個人金融資産を保有する日本

の消費者はその有効的な活用について、今一度、考え直さなければならない段階にきている。日本においても

株主が持つ「権利」に対する「責任」としてのSRIについて、機関投資家を含めた、すべての投資家が考えな

ければならない。

金融教育によって、日本の消費者が「社会的責任能力」としてSRIに理解を深め、投資を通じて社会や地

域、または環境、労働問題などに対して、自らの意見を反映させ、自己実現の手段として株式投資リスクをと

りながらも、社会的責任のある企業に投資する。

このような環境を作り上げることができれば、消費者に求められる金融リテラシーは養成され、日本におけ

る金融教育は成功したことになるだろう。そしてそれは企業にとっても、消費者にとっても、持続可能な社会

への発展につながり、大きな意義があることである。

４章 金融教育を普及させるために

１節 日本における金融教育の推進活動

前章までに今、日本において養成すべき金融教育の内容について述べてきた。では、その金融教育をどのよ

うに普及させればいいのだろうか。現在、日本では金融教育を広く普及させるために金融庁や金融広報中央委

員会などが様々な推進活動を行っている。

具体的には金融教育の実践事例集の作成、中学・高校向けの教材の提供や金融に関する指針を発表、金融学

習事業を紹介している。また、金融教育公開授業を全国２１の学校で開催したり、教員のための金融教育セミナ

ーの実施、金融経済講演会など消費者に対して呼びかけを行っている２６。

その中で、２０００年６月の金融審議会答申「２１世紀を支える金融の新しい枠組みについて」（以下「答申」と略

する）において、「先ずは、業界、消費者団体、地方公共団体、関係省庁等が参加する貯蓄広報中央委員会

（２００１年４月、金融広報中央委員会に改称）・都道府県貯蓄広報委員会のネットワークを活用して消費者教育を

体系的・効率的に実施することが重要である」２７とし、アメリカ、イギリスの具体的取組みも参考にしなが

ら、今後、日本全体として最も効率的な役割分担を多様な関係者の間で構築していくとしている。

また、アメリカのようなそれぞれの団体が各々の分野に特化して教育の推進活動を熱心に行い、団体の上部

組織としてAIE（Alliance for Investor Education）といった組織が全体の調整役を担っている分散型、イギリス

のように新しく成立した金融サービス法で金融教育の問題を非常に重視し、国が責任を持って教育を推進する

２６ 金融広報中央委員会ホームページ「マネー情報 知るぽると」 http : //www.shiruporuto.jp/（平成１７．１１．２２確認）

２７ 前掲ホームページ「金融に関する消費者教育の推進に当たっての指針」
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という集中型、これらに対して、日本版金融教育はその中間を行くとの見方も多い２８。

しかし、これで消費者が預貯金を株式、投資信託、債券などの直接金融にシフトして、資産の運用・管理を

行うというニーズは生まれるのだろうか。

確かに、業界、消費者団体、地方公共団体、関係省庁等が連携して金融教育の推進に取り組むのは重要なこ

とであり、体系作りには欠かせない。しかし、これで本当に消費者のニーズに合わせた金融教育を提供できる

のだろうか。また、金融環境が急激に変化している現在の日本において金融教育は急務であるが、「答申」で

示された体制ではスピード感を持って、効率的に普及できるのか疑問が残る。

では、どのようにすれば消費者のニーズを満たしながら、また、スピード感を持って、効率的かつ的確に日

本版金融教育を普及できるのか。

２節 金融教育普及に対する具体案

アメリカとイギリスにおいて、どのような経緯で金融教育が普及したのか分析してみる。

アメリカでは第一次世界大戦を契機に多くの消費者が有価証券について関心を深め、第二次世界大戦期には

証券取引の大衆化が一段と進み、その際に金融教育に対するニーズが増加した２９。それに対応するようにそれ

ぞれの団体が各々の分野に特化して金融教育の推進活動を行い、民間金融機関や民間団体が主体となって、分

散して金融教育を普及し、金融教育をビジネスとして成立させている。問題点としては、民間が主導のため、

所得格差が激しいと平等に金融教育を受けることができない。採算が合わない分野やニーズの低い分野の金融

教育は提供されにくい。特に、金融教育の必要性の高い、所得の低い階層の消費者には提供されにくいといっ

たことがある。

それに対して、イギリスでは金融ビックバンで自由化が進み、自己責任によって資産運用を求める一方で、

政府が消費者の金融リテラシー養成の問題を非常に重視し、FSAに責任と権限を集中するなど政府が主体とな

って金融教育を普及し、金融リテラシーの養成を国の責務としている。問題点としては、特に政府に権限を集

中し、政策の一部としないと急速には広まりにくい。教育内容が当局によって規定されるため、個別ニーズに

対応しづらい。金融教育というビジネスが民間に浸透せず、差別化や競争が起こりにくいといったことがあ

る。

では、日本において金融教育を普及するためにはどうすればよいのか。日本は前章までで述べたように、株

式や投資信託や債券といった有価証券での資産運用に対して抵抗感が強く、金融教育のニーズもまだ小さい。

しかし、金融環境の変化は著しく、スピ－ド感をもって効率的に金融教育を普及することが求められる。

その点で、イギリスのように政府が主導となってしまうと競争によるイノベーションや潜在的なニーズの喚

起が起こりにくく、また、民間に比べて時間がかかってしまう。スピ－ド感をもって効率的に金融教育を普及

することを考えれば、金融教育をビジネスの一部として成長させ、市場を形成し、民間のノウハウを活用する

ことが必要となる。その点で、アメリカのように民間金融機関や民間団体が主体となって金融教育を普及して

いるのは参考になる。

しかし、日本の状況はアメリカで金融教育が導入された状況とは異なっており、有価証券による証券取引は

大衆化しておらず、金融教育に対するニーズはまだ小さく、図１で示したように、まず求められるのは必要不

可欠な能力・基本となる認識が中心で、高度に細分化されていない。

金融教育の導入期である今の日本の現状を鑑みると、金融機関や団体が分散して、差別化された金融教育を

提供するよりは、信用性・信頼性の高い、あるひとつの主体が集中してニーズに合わせた金融教育を普及する

ほうが、無駄な情報の氾濫や資金シフトといったコストや時間がかからず、効率的であり、消費者も参加しや

すい。

日本において金融教育を普及するためには、以上の点から、民間の金融機関や団体が主体となって普及し、

金融教育をビジネスとする必要がある。またこれによって、金融教育のイノベーションや潜在的ニーズの喚起

２８ 前掲ホームページ「委員団体懇談会」

２９ 前掲誌『「貯蓄」は「投資」に流れるか』
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信頼性
信用力

効率性
地域性

情報力
人材力
専門性

公共性

政府 △ △ △ △ ○

公共教育機関 ○ × × × ○

銀行 ○ ○ ○ ○ △

その他金融機関 △ △ ○ ○ △

郵便局 ○ △ △ △ △

本論において重要視している適性は信頼性、信用力と効率性、地域性と人材力、専門性

などが容易になり、政府主導に比べて短期間での普及が期待できる。但し、各機関や団体が分散して金融教育

を実施するのではなく、信用性・信頼性の高い主体に集中して普及することが重要である。

では、日本おいて金融教育を普及するための主体を担うのはどこか。日本における個人金融資産の割合を見

てみると、従来から、消費者は金融資産を銀行や郵便局で預貯金として間接金融で運用・管理してきた。その

理由は、前章まで述べてきた日本人に見られる傾向の他に２つある。

第一に、これまで金融商品販売についてのコンプライアンス体制が十分ではなかったことが挙げられる。現

在は、金融審議会が投資家保護と公正、効率、透明な金融システムの構築のために投資サービス法の制定に向

けて動き出し、証券会社のコンプライアンス体制も統制されてきているといえる。しかし、未だにリスクや取

引コストの説明責任については現行法令では非常に網目が粗く、また説明する人材不足など多くの問題を抱え

ている。さらに、利益・利回りを左右する企業や国の規律の欠如、不透明な経営、不正による事件などが個人

投資家の信頼を失う原因となり、債券・株式投資離れにつながってきた３０。

第二に、日本の消費者は金融機関、特に銀行に強い信頼を置いてきた点が挙げられる。日本の銀行は私企業

と宣言しながらも、なお「高い水準の事務の品質」を厳しく要求する金融当局の検査によって、ある意味では

過剰といえるサービスを提供してきた３１ことによって、特に銀行が消費者の信頼を獲得し、アメリカやイギリ

スと異なる預貯金という形で消費者の資金の管理・運用を任されてきたのである。

このような現状を踏まえて、日本において効率的かつ最適に金融教育を普及するには、消費者が強い信頼を

置いている銀行、特に地域金融機関が主体となって行うべきではないだろうか。（表１）

表１ 金融教育を担う主体の適性

また、公共教育機関では金融面に強い教員の人材が不足しているという問題があるのに対して、銀行は金融

面の知識、ノウハウでは圧倒的な優位性がある。インターネットの普及によって日本どこでも都会と変わらな

い情報を手にすることができるようになった。しかし、たとえ正確に情報を仕入れたとしても消費者はそれを

理解するのは困難である。銀行にはこの「翻訳」作業に対応できるだけの人材がそろっている。

３０ 「金融財政事情」２００５．８．１号 『投資サービス法の「現在」』

３１ 完璧にシステム化され、金額相違の起こりえないような日本の口座振替という制度は、通帳という、他国にはないユーザーフレンドリーサービスであ

る。一円の過不足が生じると、それが解消するまで営業店のスタッフ全員で原因究明のための残業を行うなど、「高い水準の事務の品質」のサービスを

提供してきた。

欧米では通帳はなく、事務のミスは頻発し、口座振替は使えず、決済手段は顧客にとって不便な小切手の郵送しかない。外資系投資銀行では、金利計

算時の端数の丸め方で１セント違うと顧客からクレームをつけられた場合、即座に言い分通りに処分する。なぜなら、こちらの方が、合理的かつコスト

安になるからである。しかし、日本の銀行では、事務やサービスの質に対する要求を高い水準で提供してきた。

多胡秀人・八代 恭一郎『地域金融最後の戦い』、日本経済新聞社、２００１年、P１７６～Ｐ１７７

論文

― ２６ ―



それに加え、対顧客営業を行っている銀行では、顧客ニーズに対応したサービスときめ細かな金融教育を提

供することができる。収支額、預金額、職業分類によって、様々な分類に応じた金融教育を提供するなど小口

のニーズをある程度の規模にまとめ上げて提供すれば、サービスだけではなく、コストやスピードの面でも他

の公共教育機関より効率的かつ的確に行えることになる。

したがって、日本において金融教育を普及させるためには、銀行が主体になるべきである。

確かに、現在、政府が目指している業界、消費者団体、地方公共団体、関係省庁等が連携して、金融教育の

推進に取り組むことは中長期的に見れば重要なことである。

しかし、金融環境が急激に変化している中で、金融教育をスピード感もって効率的かつ的確に普及するため

には、銀行を頂点とした集中型で行うことが最も適した金融教育の普及方法である。

これに対して、銀行と同じように貯金を保有している郵便局でも顧客情報を保有しており、ニーズに合わせ

た金融教育を想定し、提供することは可能である。しかし、一世帯あたりの金融資産保有額の種類別構成比を

見てみると預金が４１．５％であり、貯金が１８．６％と消費者は金融資産を銀行に最も預けている。このことから

も、郵便局より銀行のほうが適しているといえる３２。

また、郵政民営化の問題点として、信用事業における運用能力や管理能力の民間金融機関に対する競争力が

挙げられているが、これは金融教育においても同じである。金融教育という、高度な知識やノウハウを必要と

する新しいサービスを提供するのは、人材力という面からも郵便局より銀行の方が適している。

３節 金融教育における地域金融機関の重要性

金融教育の普及を銀行が主体となって行うときに、特に重要となるのが地域金融機関である。消費者は従来

から各自の地域の金融機関に預金しており、他の地域の金融機関よりは自分が長年、預けてきた金融機関・行

員に強い信頼を持っている。

また、従来から顧客との密着度が高い地域金融機関はあらかじめ顧客ニーズ・顧客情報を管理しており、こ

のデータを駆使して、その地域特性に合わせた金融教育を提供することができる。

または、外部と連携して顧客ニーズを外部のプロに的確に知らせ、それに合致したカリキュラムを想定して

もらい、出来上がったものに対してより良い注文を加えることで、さらに効率的に提供できる。これから市場

調査を行い、顧客ニーズを判別して金融教育を行う都市銀行や公共教育機関とはスピードの差は歴然である３３。

その地域ごとの特性も金融教育においては大きな影響力がある。たとえば、首都圏近郊のような日本におけ

る総預貯金残高の三割以上を保有している富裕層の多い地域と、北海道・東北のような総預貯金残高の一割に

も満たない地域では提供する金融教育も異なってくる３４。このようなことに対応して金融教育を提供していく

のは、従来からその地域に根ざし、顧客ニーズ・顧客情報を管理してきた各地域の地域金融機関が適している。

地域金融機関は都市銀行のように取引に対する採算やコスト面が負担になっても、地域社会との関係を簡単

に割り切ることはできない。また、アメリカにおける民間主導による金融教育の問題であった、所得格差に関

する点も、地域内での格差は少ないことから、地域金融機関が地域住民に対して責任を持っている限り解決で

きる問題である。

さらに、地域住民にとっても地域金融機関がなくてはならない存在であり、両者は一連托生の関係であると

いう認識が定着し始め、地域住民と地域金融機関における共存共栄の関係はますます深まっている３５。

地域での共存共栄によって地域金融機関が顧客に対して金銭的なサービスだけではなく、金融教育を実施す

ることで新たな顧客が生まれる。また、地域に対する投資や行動を喚起し、地域社会に存在する問題を共有化

することにもつながる３６。そしてそれが地域の資金が効率よく地域社会に流れることになり、無駄なコストの

３２ 金融広報中央委員会『暮らしと金融なんでもデータ 平成１７年度版』、ときわ総合サービス株式会社、２００５年、P２２

３３ 多胡秀人著『地域金融ビッグバン：リテール市場の勝者は誰か』、日本経済新聞社、１９９７年、P１１１

３４ 同上、Ｐ１６８

３５ 地域金融機関が崩壊すると一番困るのは地域住民であるということが、拓銀の崩壊以来、全国的に地域住民の中へと着実に浸透し始めている。昨今で

は、多くの地域金融機関の第三者割当増資を地域住民や地域顧客が積極的に応じるという図式が見られている。

多胡秀人・八代 恭一郎『地域金融最後の戦い』、日本経済新聞社、２００１年、P１９６
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削減、延いては地域社会の発展につながる。

以上のように、金融教育を効率良くかつ的確に普及するためには地域金融機関の存在は欠くことができな

い。また、地域金融機関にとっても金融教育で生まれる信頼関係によって強い地域密着が可能となり、新たな

顧客創造へとつながり、メリットも大きい。

銀行業の他業界への進出にはまだまだ障壁が高いが、地域金融機関が中心となって様々な形で金融教育に取

り組んでいる企業との情報ネットワークにより、金融教育を提供することはできる３７。

初期段階においては、親密取引先の中から学校教育・消費者教育といった切り口に合致する中小企業などを

ピックアップして、段階的に組織化することで地域社会に根ざした地域住民のための金融教育を提供できる。

終章 結び

本論は、貯蓄から投資へと資金が効率よく流れるような社会を築くため、消費者に求められる金融リテラシ

ーと、金融教育を効率的に普及するための主体はどうあるべきかに関して焦点を当ててきた。しかし、消費者

が従来とは異なったリスク性の高い資産運用に踏み切るためには金融教育だけでは不十分であり、現状より進

んだ消費者保護改革を行っていくことが求められる。

国政として税制優遇や年金制度の改正、的確な情報開示、消費者保護法の改正、プロのアドバイザーを増や

す等の施策が必要である。また、企業としても、リスク情報を開示する、消費者の選択肢を増やす、消費者に

わかりやすいような企業価値や将来性を評価するシステムを作る等、消費者を保護するインフラを構築し、金

融面での消費者の主権を確立することが重要である。

魅力ある市場作りが金融教育へ自発的な動きを促すきっかけになり、また、投資家の保護や主権が認められ

ることで初めて消費者に自己責任を求めることができるし、消費者自身も預貯金を株式などの有価証券などに

投資できる社会になるのである。

様々な金融環境の急激な変化によって、個人金融資産が従来の安定性を重視した間接金融から、リスク性の

高い有価証券などの直接金融へと変遷する中で、消費者に求められる金融リテラシーとは、「資産を効率よく

増やすこと」より「リスク管理能力」、「評価判断能力」、「社会的責任能力」である。

また、それらの能力を養成する為の金融教育を普及させるには、民間の銀行が主体となる必要がある。その

中でも、特に各地域に密着した地域金融機関によって金融教育を普及していくということが本論の結論であ

る。

なお本論では、金融教育の普及について消費者の視点に立って論じてきた。では、金融教育を普及する主体

となるべき地域金融機関側からこの問題を考えた場合はどうであろう。確かに金融教育をすすめるには人件費

などのデメリットが伴う。しかしメリットはそれ以上に大きいのではないだろうか。現在地域金融機関はメガ

バンクの地方進出、インターネットバンキング、テレフォンバンキングの大衆化等の脅威にさらされている。

しかし、金融教育を通して地域の顧客との信頼関係が形成されれば、それが地域金融機関にとっては様々な脅

威に対抗する為の大きな武器となるからである。

また、地域におけるリテール金融の重要性が注目されている中で、金融教育によって得た顧客情報はその情

報が最前線にフィードバックされて、これが更なる顧客ニーズの発掘につながるという好循環が生まれる。

金融業界の競争激化、顧客ニーズの多様化が進み、多くの地域金融機関が伝統的な金融業から地域・顧客に

密着したサービスを重視する「金融サービス業」への進化を目指している中で、金融教育は地域金融機関の最

終的なサービスの形である。

金融教育は消費者のためだけではなく、地域金融機関にとっても大きな利点があるということも、最後に強

調しておきたい。

３６ 多胡秀人・八代 恭一郎『地域金融最後の戦い』、日本経済新聞社、２００１年、P９９～１００

３７ 多胡秀人著『地域金融ビッグバン：リテール市場の勝者は誰か』、日本経済新聞社、１９９７年、P１６１
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１３年度 ９２．８ △６．６ ９０．８ △９．１ ９４．６ △４．９ ９１．６ △８．４ ９１．７ △３．７ ９１．８ △６．１
１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．４ ０．３ １００．６ ４．１ ９５．１ ０．１ １０２．６ ３．８ ８７．６ △０．２ ８７．７ ２．７

１６年１０～１２月 ９４．７ ０．３ ９９．８ １．８ ９４．８ △０．９ １０２．１ １．６ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３
１７年１～３月 ９５．３ ０．５ １０１．５ １．４ ９７．２ ２．７ １０２．５ ０．６ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７

４～６月 ９０．１ △４．０ １０１．１ ０．３ ９１．０ △３．６ １０３．５ ０．２ ８９．２ △０．７ ９２．２ ２．４
７～９月 ９０．０ △４．６ １００．９ ０．１ ９１．５ △３．４ １０３．７ ０．６ ９１．８ ２．３ ９４．５ ３．３
１０～１２月 ９０．７ △４．７ １０３．５ ３．４ ９２．３ △３．０ １０６．７ ４．２ ８９．２ △３．５ ９４．６ ５．７

１７年 ２月 ９６．５ １．３ １００．８ １．０ ９７．９ ３．３ １０１．３ △０．１ ９１．８ ０．２ ９２．６ ３．３
３月 ９２．５ △０．６ １００．６ １．２ ９６．３ ２．７ １０２．０ １．４ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
４月 ９２．９ △２．４ １０２．５ ０．３ ９４．２ ０．１ １０４．８ ０．６ ８９．３ △１．８ ９２．３ １．１
５月 ８８．１ △４．１ ９９．６ ０．３ ８８．６ △３．９ １０１．７ △０．６ ８８．３ △３．０ ９２．４ ２．８
６月 ８９．２ △５．５ １０１．２ ０．２ ９０．２ △６．９ １０４．０ ０．６ ８９．２ △０．７ ９２．２ ２．４
７月 ８９．４ △６．１ １００．０ △２．３ ９２．１ △４．７ １０２．４ △２．６ ８９．３ △０．１ ９２．７ ５．１
８月 ８９．４ △６．２ １０１．１ １．５ ９０．３ △４．３ １０４．７ ３．３ ８９．４ △０．２ ９３．７ ４．２
９月 ９１．１ △１．７ １０１．５ １．２ ９２．１ △１．１ １０３．９ １．３ ９１．８ ２．３ ９４．５ ３．３
１０月 ８９．７ △６．０ １０２．１ ３．０ ９１．３ △４．４ １０５．９ ３．９ ９０．８ ０．３ ９２．９ ２．６
１１月 ９０．９ △３．５ １０３．６ ３．４ ９１．７ △３．０ １０６．５ ４．１ ９１．５ ０．１ ９４．３ ３．８
１２月 ９１．４ △４．３ １０４．９ ３．７ ９３．９ △１．５ １０７．７ ４．４ ８９．２ △３．５ ９４．６ ５．７

１８年 １月 ９７．９ １．２ １０５．３ ２．２ ９８．８ ２．０ １０８．２ ３．８ ９０．９ △１．４ ９４．７ ３．６
２月 ９３．１ △２．６ １０３．５ ３．７ ９４．３ △２．９ １０５．２ ４．９ ９０．６ △１．３ ９５．０ ２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１３年度 １，０４９，６４３ △３．６ ２２２，２１１ △２．９ ４１０，４００ △０．８ ９５，７６０ △０．３ ６３９，２４３ △５．４ １２６，４５１ △４．８
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５

１６年１０～１２月 ２７５，７５３ △５．２ ５８，４０９ △４．５ １０２，３８９ △４．９ ２５，０２２ △３．８ １７３，３６４ △５．４ ３３，３８７ △５．１
１７年１～３月 ２４２，２４４ △４．６ ５１，８８５ △４．０ ８７，７９５ △４．４ ２１，１９８ △３．０ １５４，４４９ △４．７ ３０，６８７ △４．７

４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４２２ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６０６ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８１６ △３．８
７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１７年 ２月 ６９，５９０ △７．４ １５，１５５ △６．７ ２４，２０４ △６．８ ５，８７９ △７．２ ４５，３８６ △７．８ ９，２７６ △６．７
３月 ８６，７６５ △４．０ １７，４４３ △４．５ ３２，５０１ △４．５ ７，４９４ △３．２ ５４，２６４ △３．８ ９，９４９ △５．５
４月 ８１，６９９ △２．０ １７，１３５ △２．３ ２８，６９１ △１．８ ６，９０７ △０．５ ５３，００８ △２．２ １０，２２９ △３．６
５月 ８０，６０６ △５．０ １７，１４７ △３．１ ２７，０１０ △４．１ ６，８３８ △１．４ ５３，５９６ △５．５ １０，３０９ △４．２
６月 ７９，４６０ △３．２ １７，１３９ △１．９ ２７，６８７ △１．７ ６，８６２ ０．７ ５１，７７３ △３．６ １０，２７８ △３．６
７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８５ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１５ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７１ △３．４
８月 ７６，７７６ △４．４ １６，３２４ △２．９ ２４，９２２ △４．１ ５，８２９ △１．１ ５１，８５４ △４．５ １０，４９６ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，８１４ △２．０ １４，９０７ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５１ ０．３ ４５，７４１ △２．２ ９，０５６ △３．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。

主要経済指標（１）

― ３０ ―



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１３年度 ４１９，９７９ △２．９ ６８，８３７ △１．７ ９８．９ △１．１ ９８．９ △１．０ １２５．１３ １１，１３４
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９

１６年１０～１２月 １０６，７９２ △１．５ １８，４５８ △１．１ ９８．７ １．０ ９８．５ ０．５ １０５．８９ １１，４８９
１７年１～３月 ９６，００５ △２．９ １７，１８３ △２．１ ９７．９ ０．３ ９７．６ △０．２ １０４．４７ １１，６６９

４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ ９８．３ ０．１ ９７．９ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９８．０ △０．２ ９７．８ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ ９８．４ △０．３ ９８．０ △０．５ １１７．２９ １６，１１１

１７年 ２月 ２９，９３１ △３．３ ５，３３４ △２．８ ９７．６ ０．０ ９７．４ △０．３ １０４．８８ １１，７４１
３月 ３３，４８８ △３．３ ６，１３０ △１．５ ９８．１ ０．３ ９７．７ △０．２ １０５．３１ １１，６６９
４月 ３２，６３７ △３．２ ６，０４３ △１．２ ９８．２ ０．２ ９７．９ ０．０ １０７．３６ １１，００９
５月 ３４，５１２ △３．５ ６，１２０ △２．０ ９８．６ ０．５ ９８．２ ０．２ １０６．９１ １１，２９７
６月 ３５，３６１ △１．８ ６，１３０ △１．６ ９８．１ △０．３ ９７．７ △０．５ １０８．６３ １１，５８４
７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９７．９ △０．１ ９７．６ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９８．０ △０．２ ９７．７ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９８．２ △０．２ ９８．０ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ ９８．４ △０．３ ９８．１ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ ９８．３ △０．５ ９７．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ ９８．６ ０．０ ９８．０ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ ９８．７ ０．７ ９８．１ ０．５ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ ９８．６ １．０ ９７．８ ０．４ １１７．８９ １６，２０５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１３年度 ２００，５９３ △１．７ ５４，４１６ △２．６ １０１，５５６ △２．７ ４４，６２１ ２．０ ４，７３８，７０１ △１．７
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，０８８ △２．２ ５１，１４７ △２．０ ９０，０２３ △２．２ ４７，９１８ △２．３ ４，７４１，４２１ ０．２

１６年１０～１２月 ４０，２０４ ０．８ １０，８９８ △３．６ １８，９９７ ６．１ １０，３０９ △３．５ １，１１０，９８２ ３．２
１７年１～３月 ５５，７８１ △３．８ １４，４７１ △８．２ ２７，３９１ ０．２ １３，９１９ △６．５ １，４５０，１３１ △１．３

４～６月 ４８，０２６ ４．４ １２，１６５ △１．５ ２３，３０４ ９．２ １２，５５７ １．９ １，０９１，２６４ ８．４
７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１００ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３９，１２７ △６．７

１７年 ２月 １４，７３３ △３．８ ３，６７６ △１３．３ ７，０３３ １．３ ４，０２４ △２．４ ４４０，６０３ △０．４
３月 ３０，２８１ △５．３ ７，９５３ △３．９ １５，２１２ △３．８ ７，１１６ △９．６ ６８４，５３７ △１．９
４月 １５，３１２ ４．５ ３，７６７ ０．５ ７，３６１ １１．９ ４，１８４ △３．３ ３２９，２０８ ８．９
５月 １４，５９１ ４．６ ３，８４５ △０．１ ６，８２４ ９．７ ３，９２２ １．０ ３４４，５９０ ７．９
６月 １８，１２３ ４．１ ４，５５３ △４．２ ９，１１９ ６．７ ４，４５１ ８．２ ４１７，４６６ ８．３
７月 １７，０２４ △５．４ ４，３９１ △１４．３ ８，３７３ △７．２ ４，２６０ １０．８ ４２２，３５３ △２．０
８月 １１，７９３ ０．２ ２，８４５ △１３．３ ５，９２０ ４．４ ３，０２８ ７．６ ２９０，７９５ △０．３
９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２８，９５８ △１１．６

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．５ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △０．９ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ３１ ―



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１３年度 ４７，８８１ △４．０ １１，７３２ △３．３ １，６４０，６３０ △５．７ １９２，９７６ △７．８ １０６，６２３ △１２．６
１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５

１６年１０～１２月 １２，０４０ △９．０ ３，０３６ △０．１ １７６，３３６ △１．４ ３１，３０６ △１５．２ ２８，０８２ １．１
１７年１～３月 ７，１１６ △１２．７ ２，７１０ １．５ １４０，３３２ △２０．１ ２９，２１２ △５．５ ３３，０５９ ９．４

４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１７年 ２月 ２，４８５ ９．４ ８５３ ０．４ １１，６７１ △５８．７ ６，６０５ △３．２ ９，３２９ ７．２
３月 ２，４８９ △３７．１ ９０８ △２．７ １１４，７０５ △８．１ １５，９８３ △３．１ １６，１７４ １３．２
４月 ４，５９２ ５．０ ９６７ ０．６ １４０，３１７ △１４．２ １３，７７９ △１１．３ ９，１１４ ２．５
５月 ４，８５５ △５．４ １，０１９ ３．０ １１９，０４７ ５．７ ８，５８３ △０．４ ８，４２２ △２．７
６月 ５，２１０ △７．１ １，０９２ ２．４ １８０，９３５ １６．１ １３，０３０ △４．７ １１，３３９ ５．４
７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１３年度 １３，３８１ ３．９ ０．４７ ０．５６ ５．９ ５．２ ７９９ △１１．０ １９，５６５ ４．１
１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７

１６年１０～１２月 ２，９２３ △２．８ ０．５９ ０．９０ ５．４ ４．４ １３６ △０．７ ３，２９７ △８．８
１７年１～３月 ２，８０８ △０．５ ０．５７ ０．９１ ５．９ ４．７ １６８ １０．５ ３，１７６ △１３．４

４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１７年 ２月 ９２７ △１．１ ０．５７ ０．９１ ５．９ ４．７ ６４ ４２．２ １，０１４ △１２．５
３月 １，０１６ △０．４ ０．５１ ０．９０ ↓ ４．８ ５０ △１３．８ １，１４０ △１４．２
４月 ８２２ △２．３ ０．５４ ０．９３ ↑ ４．７ ３９ △３９．１ ９４６ △２３．５
５月 １，０３７ △３．０ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．６ ４７ △６．０ １，０７２ △１．６
６月 １，１２５ △２．４ ０．５９ ０．９６ ↓ ４．２ ４６ △６．１ １，２０７ １２．０
７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ ↑ ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６３ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ － ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ － ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ３２ ―
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成18年1～3月期実績、平成18年4～6月期見通し）�

●論文：「日本における金融教育の養成と普及」に関する考察�
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